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それに対 して,プ ライス法第3条 に根拠を置 く支出はGARIOA援 助物資
の売上代金や,そ れに続 く琉球列島に対する割当資金等を原資とした事業活










USCARは 米本国政府予算による財政援助 と共に,米 国民政府一般資金に
基づ く支出を琉球列島に対する経済援助 とみなし,琉 球列島統治手段 として
多大な政治的効果を上げていた。 しかし,米 国民政府一般資金はその性格か
ら鑑みて決 して援即と言えるものではなかったω。 とはいえ,米 国民政府一
般資金に基づ く支出が琉球列島における社会的間接資本の形成に果たした役
割は極めて大 きな ものがあった。
本稿では,プ ライス法の制定以降,琉 球列島に対 して実施された米国援助
を分析す る。 まず,プ ライス経済援助法について概観 し,し かる後にプライ










measurable)の 価値があること,第3に,米 国が琉球列島住民の福祉 に関
心を持 っているとのある種の感情(afeeling),つ まり住民に帰属感を与え
ること,に あると。さらに,当 該法案がこれまでの基地投資の保護や,世 界,
とくにア ジアの人々に対 して米国の責任感を示す等,多 方面にわたる利益
(manifoldreturns)を 米国に齎す ことを確信 している旨,強 調 している。
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斯 くして,陸 軍省 は,琉 球列島経済援助法案,す なわち 「琉球 列島 にお け
る経 済 的,社 会 的発展 の促 進 に関す る法 律」(AnActtoprovideforpro-
motionofeconomicandsocialdevelopmentintheRyukyuIslands),
いわゆ る プライス法 の立 法勧告 を行 った(6)。同法案 は,1958年8月 に議 会
に上程 され,紆 余曲折を経て2年 後の1960年7月12日 に議 決 され,同 日,
大統領 の承認 を経て成立 した ので ある。
1957年6月 の大統領 行政命令,す なわ ち 「琉 球列 島の管理 に関す る行 政
命令」(PresidentExecutiveOrders10713,ProvidingforAdministration
oftheRyukyuIslands)の第2節 において 「……,健 全な財政機構 に よっ
て維持 され る能 率的な責任あ る琉球政府の発展 を助長 し,琉 球列 島住 民の福
祉及 び安寧 の増 進のため に全力を尽 くし,住 民 の経済 的及 び文 化的向上を絶
えず促 進 しなければ な らない。」 と謳われ ていた。 プライス法 はこの主 旨を
実現す る予 算措 置を具体的 に規定 した もの であ り,琉 球列 島にお ける軍事 基
地立地の代償 と して琉球住民の福祉の向上 を実現す る狙いを持 った法律 であっ
た。
プライス法 は全7カ 条か ら構成 されて いるが,本 論 との関連か ら,第1条,
第3条,及 び第4条 の骨子を示す と以下の通 りであ る。
第1条 大統領は,対 日平和条約第3条 によって米国に与えられた琉球列
島に関する権限を行使するにあたっては,米 国が琉球列島に関する
権限を留保する期間中,琉 球列島住民の福祉安寧を増進 し,そ の経
済的,文 化的発展を促進するため,あ らゆる努力をしなければなら
ない。
第3条 次の源泉か ら生 じた琉球列島米国民政府の歳入は,琉 球列島高等




㈲ 琉球列島米国民政府,ま たはその前身機関が設置 した公益信託
事業,基 金,及 び企業。
(B)全 面的または部分的に琉球列島米国民政府が所有する公社。




㈲ 琉球列島の経済的発展を促進 し,そ の住民の福祉を増進する。






第1条 は,条 文か ら判るように,プ ライス法制定の目的とも言 うべき規定
であり,こ れまでの統治基本法とも言える大統領行政命令の第2節 を踏襲 し,
統治の基本方針が示されている。すなわち,米 国が琉球列島の施政権を保持





つ ぎに,第3条 はUSCARが これまで琉球列島において単独で行 ってき
た財政活動,い わゆる 「米国民政府一般資金」の法的承認である。すなわち,





これに対 して,第4条 は(A)項から(O項 に挙げた目的のため,米 国政府予算























み込んで,プ ライス法は経済的発展を促進 し,琉 球列島住民の福祉を増進す
る旨規定 し,積 極的に経済開発に取組む姿勢を示 したのであった。米国政府
予算による経済援助は,授 権法が制定され,経 常化されたのである。
1955年 度以降,こ れまでの琉球政府に対する米国政府の経済援助の根拠
は,第4条B;項 に規定されているように,「警察,公 安,公 衆衛生,税 関 ・
出入国管理,道 路の整備,公 共施設 といった行政サービスに関 して,琉 球政
















の二度に亘 って改正 され,授 権(authorized)額 の上限が第1次 改正では
600万 ドルか ら1,200万 ドルq。)へ,第2次 改正では1,750万 ドルに引き上げ




て審議され,大 統領による署名を以って歳出予算 として成立 したのである。
さて,プ ライス法第4条 に規定された米本国の納税者の直接負担による米
国政府の予算に基づく経済援助額を概観 しよう。第1図 に示されているよう
に,同 法成立後の経済援助は,初 年度の1961年 度から1965年 度までは毎年
度増加傾向で推移 し,1965～1968年 度は約1,200万 ドルと金額もほぼ一定 し,
そして1969年 度及び1970年 度 には急激に増大 したのであった。 しか し,
1971年 度には米国政府は前年度の約3分 の1の695万 ドルの琉球関係予算
を議会に提出 したが,承 認 されたのはさらにその2分 の1弱 の336万 ドルで
あった。 このように援助額は国防省や大統領府の意図 とは別に,議 会の審議
の過程で削減 されるのが常であった。プライス法の援助枠の上限に近い金額
を示 したのは,1965～1968年 度と1970年 度の5会 計年度であった。1969年
度及び1970年 度の急増は,米 国政府が施政権の返還交渉を有利に進める等
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府援助 は,予 算要 求の根拠及 び金額 とも従来 と大 き く変 わ ったが,そ の理 由
は琉球 と日本 の格 差是 正の必 要性や,日 琉一体化政策 の支持,施 政権返還後
も引き続 き軍事基 地 を維持 す るための住民対 策 などの観 点か らで あ った(12)。
と くに,GARIOA援 助終 了以降,USCARや 陸軍省 は軍事基地 の安全保
持の ためには琉球 住民 の黙認 が不可 欠で あるとの認識 か ら,そ の唯一 の手段
と しての経 済援助 予算 の確 保 に奔 走 したので あ る㈲。 米 国の琉球列 島政策
の具体化 であ る予算政 策は,陸 軍省,大 統領府,及 び議会 など,諸 力の駆 け
引 きによ り決定 されたが,米 国に とっての コス トとべ ネフ ィ ト,す なわ ち米
国の国益 を綿密 に計算 した上 での結 果であ った と言え るで あろう。琉球住民
は米 国政府及 びUSCARに 対 し施政権 者 と しての義務 の遂行 を度 々迫 った
が,そ れ が要求通 り受入 れ られたケー スは少 なか った と言 ってよいq4)。 主
権国家 は当該 国益 に沿 って対外政策 を遂行 してい るのであ って,第 一次的 に
自国以外の市民の福祉 に配慮 するこ とはあ り得 ないのであ る。 この点を踏 ま
え ると,琉 球列島 に対す る米 国の統治政策 がよ り鮮明 に見えて くる。
つ ぎに,第1表 か ら,プ ライス経済援助法施行 後の米国政府に よる直接援
助の 内容 を具 体的 に概 観 しよう。米 国政 府援助 は,現 金 援助(CashCon-
tribution),建 設 プロ ジェク ト(ConstructionProject),民間物 資の 輸送
(TransportationofCivilianSupplies)(15),技術協力(TechnicalCoopera-
tion),技 術 教育 ・訓練(TechnicalEducationandTraining)などに分類
された。現金援助 は,琉 球政府 に対 する援助 で,教 員給与が52.0%を 占め,
つ いで 公共 事業 及 び経済 開発 が22.5%,公 衆 衛生 及 び琉 球政 府 サ ー ビス
(GRIService)及 び琉球政府 プロジェク ト(GRIProject)に 分か れ,琉 球
政府 プ ロジェク トは教育施設,公 衆衛生及 び医療計画,社 会福祉施設,公 共
事業及 び経済開発,教 員給与 などか ら構成 されていた。琉球政府サー ビスは,
プライス法第4条B)項 の米国軍隊が駐留す るが故 に派生す る琉球政府 の追加







琉球政府サービス 825 927 9451,0501,2001,200L2001,2001,5001,5001,650
琉球政府プロジェクト
教育施設 1,0751,1301,3371.121,3401,9693;30]3,1553,2162,410
公衆衛生 ・医 475 424L212589894 9931,1026551,0441,405620
療計画
公安施設 50 50 140141 60 60 167235









水道施設 3 107 2,0004,000
民間物資の輸送 5 7 4 5 5 4 5 5 5 1
技術協力 109 107 113173 279702 965848 991,126515
技術教育 ・訓練 271 271 262 286 707 836 9661,0401,113,054577
援 助総 額 4,3365,4876,9437,85911,99(11,99711,99411,97415,64]17,4913,362
資料:USCAR,Civi[AdministrationoftheRyukyuIslandsVol.XIXp.411.
トの公共事 業及 び経済 開発 は軍 用地問題㈹ 以降 に登場 した援 助項 目で あ り,
経済 開発 による住民 福祉 の向上を譲 ったプライス法第4条 の(A)を 具体 化 した
ものであ った。
プライス法が施行 され た1961年 度 か ら1971年 度 までの米国政府援助,す
なわち同法 第4条 に基づ く援助 をみると,総 額 は1億907万 ドルで,そ の内
訳 は現金援助 が8,957万 ドルで81.2%の 割合を 占め,つ いで技術 教育 ・訓練
が6.8%,開 発 プ ロジェク トが5.6%,技 術協力 が5.4%の 比率 で あ った(V;。
と くに教育施設,教 員給与,技 術教育 ・訓練 の教育関連援助 の合計額 は援助
総額の4割 超え,米 国政府が教育分野 を重 視 して いた ことが伺 える。
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現金援助は,琉 球政府サー ビスと琉球政府プロジェクトから構成 され,前
者が約15%,後 者が85%を 占めていた。 さらに琉球政府プロジェク トの内
容をみると,1961年 度以降の現金援助総額7,637万 ドルのうち,教 育施設及
び医療計画が12.3%の 割合であった。
このように,プ ライズ法第4条 に基づ く経済援助は,教 育関連援助㈹ を
優先 し,つ いで経済開発援助にバイアスを置いていたことが判る。教育部門
は米国が琉球列島統治の上で常に細心の注意をはらってきた最も敏感な分野
であり,施 政権の保持を長期 に亘 るものと考えていたのである(19)。一方,
当時,住 民ニーズの高い分野であった医療や社会福祉の水準は日本と比べて





なお,米 国政府の経済援助政策の意図はともか く,琉 球経済の恒常的な対
外収支のイ ンバランスを補填 し,経 済成長及び住民福祉の維持向上に大きく
寄与 したことは評価すべきであろう。
第3節 米国民政府一般資金:プ ライス法第3条 に基づく援助
1.米 国民政府一般資金の性格
USCARは,プ ライス法第4条 に基づく米本国政府の直接援助とは別に,






収益であった。GARIOA援 助は 「資金援助→物資輸入→物資販売→B円 回
収→見返資金」 という経路を辿 り,物 資援助の販売代金B円 が 「見返資金」
としてUSCARの 手元に蓄積 され,資 産の購入等に当てられたのである。
このように,USCARの 保有資産に基づ く財政支出は過年度の対琉球列島援
助から派生 した ものであり,新 たな経済援助 と呼べる性格のものではない。
こうした米国民政府一般資金の性格等に鑑み,琉 球政府立法院は同資金の自







安全上の理由,又 は技術的 ・経済的理由から琉球住民に代わ り管理 ・運営 し
ているとの立場であった。すなわち,USCARは,GARIOA援助等に由来
する資産は,米 国か ら琉球住民に対 して贈与されたものであり,琉 球住民に




活動を源泉 としてお り,外 部か ら琉球経済に注入 された資金ではな く,援 助
と言えるものではなか ったが,USCARは 過年度における米国援助が資産 と
して残 った一般資金に基づ く財政支出を琉球列島住民に対する経済援助 と見
倣 していた。USCARの 資料では,米 国民政府一般資金に基づ く支出を本国
政府予算による直接援助とともに琉球列島に対す る経済援助として掲載され











を通 して獲得 した施政権を日本のために放棄す るとは言え,米 国の国益追及
の強かさが伺えよう。
2.USCAR保 有資産の内訳
USCARの 保有資産は,流 動資産,投 資及び固定資産か ら構成され,流
動資産は現金や預金などか ら成 り,投 資は全額保有公社(WhollyOwned
Corporation),51%所 有会社(51%一 〇wnedCompany),及 びその他の投
資から構成 され,そ して固定資産には油脂施設 と冷凍施設があった。全額保
有公社,す なわちUSCARの 付属機関(1961年 度現在)は,琉 球開発金融
公社,琉 球電力公社,琉 球水道公社,及 び琉球住宅公社であったが,前3者
は米軍と住民の共用のため設立され,琉 球住宅公社は専 ら住民の用に供す る
ため設立された。以下,主 要な米国民政府保有資産について見てみよう。
まず,琉 球開発金融公社であるが,同 公社は1959年 に高等弁務官布令第
25号 「琉球開発金融公社の設立」によって創設 され,琉 球復興金融基金(24)
を発展的に引き継ぎ,経 済開発に不可欠な長期資金の供給を担 っていた。琉
球開発金融公社の資金源は資本金,利 益剰余金,米 国公法480号 計画に基づ
く米国余剰農産物売上資金,及 び同公社債から構成 され,1972年 度末(1972
年3月31日 現在)に おける総資金量は6,531万 ドルであり,貸 付及び保証
12(564)
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残高は6,373万 ドルに上ったcu。融資は個人住宅の建設,民 間企業,市 町村 ・






住民に販売する方法が採 られたのである。宮古島,石 垣島,及 び久米島には
それぞれ電力会社があり,そ れに沖縄島北部の幾つかの地域では独自の発電
所により電力を賄 っていたが,施 政権の返還時点においても,な お離島や僻
地では無電灯の集落が数多 く残っていたのが実情である。
1958年 に高等弁務官布令第8号 に基づいて設立 され琉球水道公社は,米
軍の上水道を管轄する米陸軍工兵隊と合同で供給主体である 「列島統合上水
道組織」(lslandWaterSystem)を 設置 して,米 軍 と住民の必要とする上
水道の整備に携わっていた。琉球水道公社はダムや浄水場等を建設すると共
に,米 軍から水を仕入れ各自治体に対 して配水することであったが,卸 売価
格は電気同様に米軍によって一方的に決定されていた。琉球水道公社の職員
は米軍雇用員であり,事 実上,水 道事業は米軍が管理 ・運営 していたのであ
る。水道公社の給水の及ばない離島や僻地では,1960年 代中葉においてさ
え,簡 易水道等の未敷設の集落が多 く存在 し,後 述のように,高 等弁務官資
金による補助により水道施設の整備を行 ったのである。
つぎに,USCARに よる51%株 式保有会社(26)の琉球銀行 と油脂配分基金
について概観 しよう。琉球銀行は,1948年5月 に米国軍政府布令第1号 に
基づき中央銀行的色彩の強い金融機関として創設 され,当 初はその設立趣
旨⑳ に沿 って戦後の混乱 した金融秩序の回復や通貨価値安定 に一定の役割




機関としての役割を担った。1958年 に法貨がB型 円軍票から米国 ドルに切
り替えられた後には,商 業銀行としての色彩を強めたが,米 国財務省預託勘
定の置かれた唯一の機関として ドルの需給を調節する機能が付加され,ま た





一般資金より分離創設 されたものであり,油 脂の専売会計であって,米 軍及
び住民に油脂燃料等の供給を行 っていた。琉球政府に対する油脂納付金は琉
球住民に対 して売却 され油脂の販売益であり,琉 球住民の負担 した一種の関
税であった。1969年 度から琉球政府が石油税を徴収するまでは,そ の一部
が琉球政府の一般会計へ油脂納付金 として繰 り入れられたのである。このよ
うに油脂類の輸入 ・販売事業をUSCARは 独占的に行 っていたが,後 述す
るように,そ の販売益は米国民政府一般資金の収入の大半を占めていた。
さて,第2表 か ら米国民政府保有資産の内訳 を見てみ よう。総資産 は
1961年 度における5,027万 ドルから,1971年 度には1億4,844万 ドルへ約3
倍に増加 し,年 度平均の増加率は約20%で あったが,そ のほとんどは事業
収益の再投資によるものである。総資産額の約9割 は,琉 球開発金融公社,
琉球電力公社及び琉球水道公社の三公社で占め,1961～1971年 度における
資産増加額はそれぞれ2,482万 ドル,2,986万 ドル,3,142万 ドルに上 り,
1971年 度の対1961年 度増加率はそれぞれ1.8倍,3.6倍,12.6倍 と高い値を
示 したのである。三公社で,総 資産増加額9,814万 ドルの88%を 占めたので






1961年 度 1966年 度 197:年 度
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
資 産 50,269 90,855 148,440
流動資産 1,888 3.8 1,962 2.2 12,832 8.6
投 資
全額保有公社
琉球開発金融公社 29,172 58.042,047 463 54,01836.4
琉球電力公社 11,588 23.1 20,696 22.841,460 27.9
琉球水道公社 2,693 5.9 23,927 263 34,124 23.0
琉球住宅公社 1,341 2.i
51%所 有会社
琉球銀行 128 0.3 281 0.3 281 0.2
その他の投資
油脂分配基金 802 1.6 95 0.0 2,460 L7
固定資産
油脂施設 1,669 3.3 1,847 2.0 3,265 2.2
冷凍施設 991 2.f
負 債 0 0 0
純 資 産 50,269 100.090,855 100.0148,440 100.0
資料:USCAR,FactBook,1962,1967,1972.
以上の ことか ら判 るよ うに,電 力 や水道 とい った住 民の生産活動及 び日常
生活の最 も基礎 となる社会的間接資本 の形成 は,USCARに よって推進 され,
コ ン トロール されていた。 もちろん,電 気や水道 な どの使用料金は,需 給 に
よる市場価格 によ ってではな く,USCARに よ って一 方的 に決定 されて いた
ので ある。 こ うした ことは琉球 住民 の管理 ・運営能力や技術的能力 に対す る
USCARの 懸念に も依 るが,主 たる理 由は軍事基 地の安全保持の観点か らで
あった。
3.米 国民政府一般資金 の収支状況
プライス法 第3条 において示 されて いるように,米 国民政府一般資金 の収
(567)15
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入源は,USCAR又 はその前身機関が設置 した公益信託事業,基 金,及 び企
業の事業収入,全 面的または部分的に琉球列島米国民政府が所有する公社の
事業収入,そ れに琉球列島米国民政府が受領 した,罰 金,手 数料及び没収品
から構成されていた。
第3表 から判 るように,米 国民政府一般資金の収入の殆どが油脂販売基金,
琉球開発金融公社,琉 球電力公社などの事業収入であ り,こ の三事業の収益
で9割 以上を占めていた。利子収入は定期預金の利息で,配 当金は株式の
51%を 所有 している琉球銀行からであり,そ の他の収入は罰金や手数料等で
あった。
ところで,米 国民政府一般資金の総収入額に占める油脂販売事業収益の割
合をみると,1961年 度は3割 弱の比率であったが,1962年 度以降5割 を超




1961年 度 1966年 度 1968年 度
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
事業収入
油脂分配基金 1,252 269 7,142 53.0 9,847 65.9
琉球開発金融公社 1,670 35.8 2,058 153 2,083 13.9
琉球電力公社 1,183 25.4 3,102 23.0 1,621 10.9
琉球水道公社 123 2.6 936 6.9 423 2.E
琉球倉庫公社 73 1.6
利子収入 90 19 115 0.9 351 2.4
配当金 18 0.4 46 0.3 73 0.5
賃貸料 26 0.6
投資の清算 214 4.6 54 0.4 535 3.6
その他の収入 10 0.2 19 0.1 3 0.0





て高い ものであった。ちなみに,USCARが 油脂販売事業を開始 した1951
年度から1971年 度までの総販売額 と純収益額はそれぞれ2億7,41C万 ドル,
1億160万 ドルであり,収 益率は37,1%と きわあて高い値であったが,と く
に1962～1964年 度は5割 を超え,異 常に高い収益率であった(29)。このよう
にUSCARは 油脂類の輸入販売事業を独占 し,多 大な利益を上げていたの
である。
なお,琉 球電力公社や琉球水道公社の収益率 も公共事業体としてはきわめ
て高いものであった(30)。逆 に言えば,油 脂類や電気,水 の価格がUSCAR
によって独占的に高 く設定され,そ れだけ民間企業の供給曲線を上方シフ ト
させ資源配分の効率性を低下させたと言える。すなわち,こ うした価格設定
は琉球経済全体におけるコス ト高要因となり,と りわけ民間企業の対外競争
力を阻害 したことは明 らかである。為替 レー トの極端なB円 高の設定など
と共に,い わゆる公共料金によるコス ト高から輸出産業の振るわない,基 地
依存型輸入経済の醸成を促進 したとも言える。USCARは,通 貨の米国 ドル
への切 り替え,外 資導入の推進など,経 済の自由競争を促進する旨の政策を
実施 したが,そ の論理から言えば石油や電気,上 水道の料金決定にも可能な
限 り競争原理を導入すべきであった。見方を変えれば,こ うした過大な利益
は,USCARが 住民に対 して租税を課 したことに等 しいであろう。
さて,こ のように異常に高い事業収益等を原資 した米国民政府一般資金が,
どのように支出されたかを見てみよう⑳。支出は所有事業体に対する投資
と経済援助に区分することができるが,米 国議会の審議を必要 とせず,大 統
領の承認する年次計画に基づいてなされた。投資は,収 益の再投資と追加投
資があったが,前 者が大きな割合を占めていた。経済援助は琉球政府や市町
村などに対す るものであるが,そ の対象となる支出科目は1959年 度から開





米 国民政府一般資金の最 も大 きな収入源である油脂分配基金の利益は
1961会 計年度 までは琉球政府へ同基金から直接納付 されていたが,1962会
計年度か ら1968会 計年度までは,油 脂分配基金から米国民政府一般資金を
経由 して琉球政府 に対 して油脂納付金 として支出された。1951年 度か ら
1968年 度までの油脂分配基金の総収益額及び琉球政府に対する総納付額は,
それぞれ,6,590万 ドル,3,090万 ドルであり,納 付率 は46.9%で あった(32)。
1962～1968年 度の油脂納付金は,琉 球政府会計ではプライス法第4条 に基





1961年 度 1966年 度 1971年 度
金 額 構成比 金 額 構成比 金 額 構成比
投 資
琉球開発金融公社 2,67C 46.4 2,058 15.4 2,36i 15.1
琉球電力公社 1,183 20.5 3,102 23.2 4,245 27.1
琉球水道公社 1,57E 27.4 4,936 36.9 463 3.0





市町村への特別補助金 200 3.5 200 1.5 509 3.2
災害対策資金 1 0.0 2 0.0 39 0.2
琉球政府への油脂納付金 3,000 22.4
その他 3,956 25.2










1959年 度 か ら施 政権返還 の1972年 度 まで,「 市町 村 に対 す る特別援 助」
(SpecialAssistancetoMunicipalities),いわ ゆ る 「高 等 弁務 官 資 金」
(HighCommissioner'sFund)と呼 ばれ る補助金 がUSCARGeneralFund
の中か ら市町村 に対 して交付 されていた。USCARは 軍事基地 の戦 略的優位
性 を保持 す るため,米 軍の存在 に対す る琉球列 島住民 の理解 は不 可欠 と判断
し,住 民 との軋礫 をで きるだ け避 けるため様 々な手段 を駆使 したが,経 済的





まず,第1に,補 助金の財源はプライス法第3条 の規定に基づ く米国民政
府一般資金から充当されたことである(33)。USCARの 一般資金の中から市町
村の小 さな コミュニティに対 して,1959～1967年 度は毎年度20万 ドル,







第2に,高 等弁務官資金は,使 途が特定 された条件付補助金であり,且 つ
特定事業に対 して一定金額を交付する定額補助金であった。予め補助事業が
決められ,市 町村が当該事業について補助金交付を申請するのではな く,上
述のように特定事業について事業計画を作成,陳 情 ・嘆願 して,最 終的に高
等弁務官の裁量を待つという仕組みであった。補助金額が当該事業費の経費
総額をカバーすることはなく,不 足分の資金や労働力などの提供を伴うこと
が前提とされ(34:,7割 近い対応費を要する例 もあり,い わゆる超過負担がか
なりの割合に達 したのであった。なお,執 行にあたっては,一 般会計予算 に







般財源として客観的基準に基づき市町村に対 して交付すると言 った方法 も考
えることができたであろう。 さらに,米 国民政府一般資金から市町村の一般
会計ヘ トランスファーし,市 町村の裁量により一般財源,ま たは特定財源 と
して支出することが可能であった。











第3に,と りわけ,こ の資金の象徴的な特徴であるが,高 等弁務官個人の
裁量により市町村におけるコミュニティ(集 落)単 位で配分されたことであ













の で あ る(3!)。
2.高 等弁務官資金の補助対象事業
上記のような性格を持つ高等弁務官資金がどのような事業に充当されたか
について見てみよう。第5表 は,補 助金交付開始年度の1959年 度,及 び予






1959年 度 1968年 度
事 業 件 数 金 額 事 業 件 数 金 額
水 道 施 設 41 135,626公 民 館 32 214,274
排 水 施 設 2 14,500水道施設改良 5 21,776
消 防 ホ ー ス 1 282 道 路 の 改 良 3 13,988
水 道 パ イ プ 1 680 排 水 施 設 2 7,235
道 路 の 改 良 1 3,60(学 校 の 塀 2 7,257
道 路 標 識 1 570 高 校 運 動 場 2 8,622
歩 道. 1 25,022水 道 施 設 1 15,000
暗 渠 1 3,000水 ポ ン プ 1 1,050
親子ラジオ施設 1 420 学 校水 タ ンク 1 2,774
琉米親善センター 1 16β00 消 防 署 施 設 1 12,000
農 道 1 6,000
家 畜 洗 浄 槽 1 1,000
合 計 51 200,000 合 計 52 310,976
資 料:①1959年 度 は琉 球 政 府 『市 町村 行 財 政 資 料』1960年,116頁 。
②1968年 度 は,USCAR,α 〃π乃d纏 πf3'z漉oη(ゾ`加1～y嘘yπ1ε'α ηds,Vo1.XVI,p327.
1959年 度は,総 事業件数51件 のうち,水 道施設が41件 と全体の8割 を
占め,金 額に関しても補助金総額の約7割 に達 していた。水道施設以外は,
それぞれ僅かな件数であ り,排 水施設が2件,そ の他がそれぞれ1件 であっ
た。補助対象事業 として水道施設の建設が大半を占める傾向は,概 ね1965
年度まで続いた。
琉球列島では,亜 熱帯 という気候条件から衛生上,飲 料水の確保が生活上
絶対条件であったが,と くに離島や僻地においては水道施設が未整備の状態
にあ り,多 くの集落が高等弁務官資金 により敷設 したのである。1959～1965
年度の間に,水 道施設事業のついで交付件数が多かったのが排水施設や,道
路の新設 ・改良,消 防施設等の建設事業であった。補助事業一件当たりの金







ないが,一 方,資 金割当は1968年 度から30万 ドルに増額され,さ らに補助
事業1件 当たりの金額が引き上げ られた。1959年 度には1事 業当た りの補
助金額は約4,000ド ルであったが,事 業 コス トの上昇(那 覇市の消費者物価
指数は1959年 を100と すると,1968年 は133で あった)等 に鑑み1968年
度には1件 当たり約6,000ド ルに引き上げられ,そ の後一件当た りの補助金
額についてはかなり弾力的になった。
1968年 度の事業内訳を見ると,公 民館建設事業の件数が6割 を超え,金
額は補助金総額の7割 弱に達 していた。1966年 度以降,公 民館建設の事業
割合が急上昇 し,1965年 度まで大半を占めていた水道事業に取 って代わり,
こうした傾向が1972年 度まで続いたのである。その後,水 道施設の比率は
急激に低下 し,上 水道関連では水道施設改良事業が中心となったが,そ れも
低下傾向で推移 したのである。
ところで,高 等弁務官資金の補助対象事業は,基 本的には市町村における
小さなコ ミュニティにおける公共施設の建設 とされ,補 助金額 もある程度上
限が設定されていたが,両 者 とも専 ら高等弁務官個人の裁量に任されていた。
たとえば,1964年 度の補助金交付件数は11件 と少な く,異 例であったが,
これは事業規模16万6,925ド ルの博物館(琉 球政府立)建 設事業に対 し補
助金交付があったためである。琉球博物館は,市 町村の施設ではなく,当 該
補助金本来の主旨に反する支出であった。1971年 度には,「市町村に対す る
特別援助」は51万 ドルに上 ったが,そ の中には台風災害に対する救援プロ







別援助として予算計上 していたが,補 助対象事業や補助金額等に関 して,高
等弁務官個人の裁量により,如 何様にも処理できたのである。
このように,1959年 度から1972年 度まで交付された高等弁務官資金は,
前半 には,集 落の水道施設の整備に重点を置 き,道 路の新設 ・改良や消防施
設,排 水施設,学 校関連施設などの事業に充当され,1966年 度以降は,公 民















市町村や各集落は高等弁務官資金の獲得のため,USCARに 陳情 ・嘆願 し




て占領統治の緩和策であったことは否めない。1960年 代後半に入 り,施 政
権返還が具体化し,日 本政府援助が増加するに伴いその有難味も低下 したが,
USCARは,1969年 度に44万 ドル,1971年 度に51万 ドル,そ して1972年
度(予 算)に は39万 ドルを交付 したのである。 日本への施政権の返還が近







しか しながら,当 時の琉球列島の経済社会情況や 日本との関係等を考慮に




ズを汲み取ることができたかどうか,疑 問の残 るところである。当時,日 本
においても,山 間僻地では簡易水道や生活道路などの整備がまだ不十分な状
況にあり,琉 球列島において,高 等弁務官資金の交付がなければ,離 島や僻
地の住民生活の改善が遅れた可能性はある(43》。
このように高等弁務官資金それ自体が小 さなコミュニティおける生活の利
便性の向上に資 したことは否めない。 しか し,こ れまで述べてきたように米
国民政府一般資金の性格やその交付方法を考えた場合に,高 等弁務官資金は
住民を愚弄するものであったと判断せざるを得ない。当該補助金の配分方法




お わ り に
沖縄戦の終戦からサンフランシスコ講和条約発効までの琉球列島に対する




よ り予算化され執行されていたが,1960年7月 における 「琉球列島の経済





替 レー トの極端なB円 高の設定などと共に,い わゆる公共料金によるコス ト






る米国援助 はパターナ リズム(paternalism)的 になされた面 も否定できな
いが,軍 事基地の安全保持の手段 として実施 されたのであり,米 国政府の琉
球列島統治の主旨に沿 うものであった。米国援助により琉球経済は量的には




政策を具体化 したものであり,そ の範囲内で米国の納税者の負担を減 らすべ
く,自 立を促 したと観ることができよう。
ともあれ,余 剰物資援助やGARIOA援 助,プ ライス法第3条 の米国民政
府一般資金による財政活動,プ ライス法第4条 に基づ く米本国政府援助など
が,灰 儘に帰 した状況からの琉球経済の復興,成 長に果た した役割は大きな
ものが あ ったと評価す る ことができ よう。
《注 》
(1)PublicLaw86-629,July12,1960.
(2)米 国 政 府 の 出 先 機 関 で あ るUSCARの 長 を 琉 球 列 島 高 等 弁 務 官 と称 した。
高 等 弁 務 官 は 国 防長 官 が 国 務 長 官 に諮 り,大 統 領 の 承 認 を得 て合 衆 国軍 隊 の現
役 軍 人 か ら選 任 され た(『 琉 球 列 島 管 理 に 関 す る行 政 命 令 』 行 政 命 令 第10713
号,1957年6月5日,第4節,参 照)。
(3)毎 年 度,一 定 金 額 が 予 算 と して 計 上 さ れ,他 の米 国民 政 府 一 般 資 金 とは 独 立
した意 思 決 定 の 下 に経 常 的 に市 町 村 に対 して交 付 さ れ た 「高 等弁 務 官 資 金 」 は
公共 サ ー ビ ス給 付 主 体,す なわ ち財 政 主 体 と して捉 え る必 要 が あ る。
(4)本 稿 で は,USCARの 統 計 資 料 等 を 踏 襲 し,一 応,米 国民 政 府 一 般 資 金 に基
づ く支 出 を 経 済 援 助 と して論 を進 め る。
(5)ProvidingforPromotionofEconomicandSocialDevelopmentinthe
RyukyuIslands,86thCongress2dSession,HouseofRepresentatives,
Aprill4,1960,p.6.同 文 書 の 中 で 琉球 列 島 に 関 して,beofcritical(thehigh-
est,great,etc.)importance,と繰 り返 し表 現 され て お り,国 防 省 が 如 何 に琉
球 列 島 を重 要 視 して い た か が伺 え る。 そ れ に 米 国 の 琉 球 列 島統 治 を 「民 主 主 義
の陳 列 棚 」(ashowcaseofdemocracy)として世 界 に誇 示 す る必 要 が あ る 旨,
プ ラ イ ス 報 告(TheMelvinPriceReport,1956)の表 現 を 引 用 し,同 法 案 の
重 要 性 を強 調 した。
(6)プ ライ ス(MelvinPrice)下院 議 員 に よ っ て 上 程 さ れ た 同法 案 は,そ の 名
に 因 ん で プ ライ ス 法 と称 され て い る。 プ ラ イ ス議 員 は イ リノ'イ州 選 出 で 琉球 列
島 に 関 す る専 門 家 で あ った 。
(7)陸 軍 省 の 当 初 の 案 で は 援 助 額 を琉 球 列 島 に居 住 す る米 国人 の連 邦 源 泉 所 得 税







(9)1962年3月19日 の ケ ネ デ ィ大 統 領 の 声 明。
(10)陸 軍 省 は1962年3月 の大 統 領 宛 文 書 で600万 ドル の上 限 を 完 全 に 撤 廃 す る
か,又 は2,500万 ドル に 引 き 上 げ る よ う要 請 した(AmendingtheActPro・
vidingforPromotionofEconomicandSocialDevelopmentintheRyukyu
Islands,87thCongress2dSession,Senate,September18,1962,pp.6-8.)。
上 院 軍 事 委 員 会 は 原 案 に 難 色 を示 し,要 請 額 の 半 分 以 下 の1,200万 ドル を 勧 告
した。
(11)1969年ll月21日の 「佐 藤 総 理,ニ ク ソ ン大 統 領 共 同 声 明 」 に よ り,1972
年 中 の 施 政 権 の 返 還 が 決 定 した 。USCARは1971年 度 援 助 を 削 減 して も,米
国民 政 府 一 般 資 金 及 び 日本政 府 の 援 助 に よ って 相 殺 す る こ とが で き る と判 断 し
た(USCAR,CivilAdministration(ゾ功θRyπ 々yπ13」απ{オs,Vol,XIX,p.59)。
(12)琉 球 銀 行 『戦 後 沖 縄経 済 史 』 凸 版 印刷 株 式 会 社,1984年,777-780頁,参照。
(13)宮 里 政 玄 『ア メ リカ の対 外 政 策 決 定 過 程 』 三一 書 房,1981年,298-301頁,
参 照 。
(14)琉 球 住 民 の対 米 認 識 の甘 さ で あ った。
(15)ご く僅 か な金 額 で あ ったが,こ れ は米 国 の ボ ラ ンテ ィ ア組 織 に よ る福 祉 物 資
の 海 上 輸 送 費 で あ る(AmendingtheActProvidingforPromotionofEco-
nomicandSocialDevelopmentintheRyukyuIslands,87thCongress2d
Session,Senate,Septemberl8,1962,p.3)。
(16)1954年 か ら1958年 に か けて 惹 起 した,USCARに よ る軍 用 地 の強 制 接 収 や
地料 の一 括 払 い等 に係 る土 地 問題 で,プ ライ ス経 済 援 助 法 制定 の き っか け とな っ
た。
(17)1947年 度 か ら1972年 度 ま で の 米 国 政 府 の 直 接 援 助 は 累 計 で2億8,136万 ド
ル で あ っ た。 な お,GARIOA援 助 終 了 後 の1958年 度 か ら1960年 度 の援 助 額
の合 計 は,3会 計 年 度 で804万 ドル で あ り,年 度 平 均300万 ドル に も達 しな い
金 額 で あ っ た が,特 筆 す べ き は1960年 度 か ら,経 済 開 発 関連 援 助 が 登 場 した
こ と で あ った(USCAR,CivilAffairsActivitiesintheRyukyulslands.Vol.
1～ 田,琉 球 政 府 『財政 関 係 資 料 』 各 年 度 版,参 照)。
(18)陸 軍 省 は,米 国 統 治 の 間,教 育 環境 の 整 備 や 教 育 機 会 の 提 供 な ど に尽 力 した












役割を果たさせるためにその内容運営等について詳細に公表 し,且 つ,速 やか










保持にあ り,施 政権の返還はそのための手段であったとも言える(琉 球銀行
『戦後沖縄経済史』凸版印刷株式会社,1984年,896-899頁,参 照)。
(24)米 国軍政本部布令第4号 「琉球復興金融基金設立」(1950年4月)に 基づき,
見返資金1億B円 を原資に創設された。
(25)琉 球開発金融公社 『年次報告書』1972年 度,xhi頁 。
(26)USCARの51%株 式保有会社 として他に琉球生命保険会社があったが,
1960年 にUSCARの 持ち株が放出された。
(27)通 貨発行や債券発行等の権能 も賦与されていたが,全 く行使されなかった
(琉球銀行 『戦後沖縄経済史』凸版印刷株式会社,1984年,133頁)。















(35)沖 縄 県 町 村 会 『沖 縄 県 町村 会 三 十 年 の あ ゆ み 』 丸 正 印 刷,昭 和53年,201-
203頁,参 照 。
(36)琉 球 列 島 米 国 高 等 弁務 官 府 『守 礼 の 光 』1961年4月 号,9頁 。
(37)USCAR,CivilAdministration(>ftheRyukyuIslands,Vol.1岨,No.2,p.ll1。
(38)琉 球 列 島 米 国 高 等 弁務 官 府 『守 礼 の 光 』1961年4月 号,8頁 。
(39)沖 縄 タ イ ム ス 『沖 縄年 鑑 』1960年,139頁,参 照 。
(40)USCAR,ハiEWSRELEASE:69-685,0ctober30,1969.
(41)補 助 金 交 付 や 竣 工 等 の 儀 式 に は,高 等 弁 務 官 自身 やUSCARの 高 官 等 が 出
席 し,大 袈 裟 に行 われ る の が 常 で あ っ た。 そ れ に広 報 誌 等 に お い て も大 々 的 に
喧伝 した の で あ っ た(USCAR,NEWSRELEASE,参 照)。
(42)USCARか ら恩 恵 を受 け る こ とを潔 し と しな か っ た住 民 も多 く,補 助 金 申請
の 際 に,そ の 是 非 を め ぐ り住 民 間 で 軋 礫 が 発 生 す る こ と も少 な くな か った(仲
地 洋 「米 国 統 治 下 の 米 国 の 琉球 経 済 援 助 一 高 等 弁 務 官 資 金 を 中心 に一 」 沖 縄 県
公文 書 館 『公 文 書 館 紀要 第35号 』150頁,参 照)。
(43)「 弁 務 官 資 金 の使 い方 に つ い て は,宣 撫 工 作 の に お いが つ よ く不 愉 快 だ と の
批 判 は あ るが,と にか くそ の配 慮 が な けれ ば 島 々の 住 民 の生 活 は も っと み じめ
な もの に な って い た の で は な い か と思 う。」(大 浜 信 泉 『私 の沖 縄 戦 後 史 』 今 週
の 日本,1971年,109頁)と の 見 方 もあ る。
(44)長 野 士 郎 自治 省 大 臣官 房 総務 課 長(昭 和36年10月)は,高等 弁 務 官 資 金 を
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